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１．自然農法の研究開発に関する事業（公益目的事業１） 
１）自然農法の研究開発事業 

（１）水稲栽培における雑草制御に効果的な育土・栽培技術に関する研究 

  自然農法栽培における田植機の整地ローターや水田用RC除草機を活用した雑草対策につ

いて、実証研究を進めた。これらの除草能力は確認されたが、ほ場条件等により、効果の

ばらつきがあり、継続課題とした。 

 

（２）畑作における育土・栽培技術に関する研究 

自然農法育成品種のミニトマトやタマネギの生産力の比較等について研究を進めた。

育成したタマネギ品種は、自然農法栽培条件下において市販品種と比べ、収量が高くな

る傾向がみられ、継続課題とした。 

 

（３）受託研究 

特記事項なし 

 

（４）研究活動のデジタルアーカイブ製作 

  研究開発事業における栽培の様子などを撮影し、伝達容易な保存資料とした動画15本

を製作した。 

 

（５）研究結果の公表一覧 

①学会発表  

ａ 論文発表  

・三木孝昭 2025総説「現場と研究者の協働で進める有機農業の普及」有機農業研究

vol.17_1 

ｂ 口頭発表 

・ 池端諒1・鈴木一輝1・永野博彦1・Asiloglu Rasit1・Can Turgay Oguz2・竹下嘉音1・西岡

寧々1・杉原創3・三木孝昭4・榊原健太朗4・原田直樹1 （1. 新潟大 2. アンカラ大 3. 農工大 

4. 自農セ） 「湛水状態のアルカリ水田土壌における還元進行とメタン放出動態の評価：酸性

水田土壌との比較」  日本土壌肥料学会2025年度新潟大会 9/17～19. 

・ 岩石真嗣1・鮫田晋2・間宮淳史2・加藤誠司3・鈴木聡史3・石井圭一4（1.自農セ2.いすみ市

3.千葉県夷隅農業事務所4.東北大学） 「有機稲作の普及拡大における課題と挑戦 夷隅地

域において普及する有機稲作技術とは何か」 日本有機農業学会第26回（静岡）大会12/6

～7 

ｃ ポスター発表 

・徐啓聡1・岩石真嗣1・石綿薫1・千嶋英明1・大久保慎二1・加藤茂1・降幡郁子1・徐会連1・藤

山静雄2（1.自然農法国際研究開発センター，2.信州大学） 「有機転換においてキャベツ栽

培体系の確立Ⅱ.異なる土壌管理における秋どりキャベツの品質」日本有機農業学会第26回

（静岡）大会 12/5-7.  

②その他 

 「有機のイネつくり入門講座―土と草と生きものがつくりだす驚きの世界―」（農文協 編・発行）の 

第3講 雑草との「陣取り合戦」に勝つ戦略を三木が執筆した。 

 

２）自然農法種子の品種育成事業 

（１）自然農法に適する品種の育成と利用に関する研究 
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①少肥条件で栽培可能な固定種ビーツの育成   

ビーツは8月22日に播種を行い、ビーツ2系統の母本選抜が完了した。「チオギア」

後代は肥大性・揃いが共に良いため、育成を完了し、2026年度に原種母本として採種

を行う予定とした。 

②初夏どり栽培に適するレッドリーフレタス品種の育成  

エルワン個体選抜の採種を行った。 

③原種・原原種の選抜及び生産 

7 品目 7系統の原種・原原種の維持管理のため、選抜および生産を行った。 

 

（２）自然農法種子の生産と普及に関する研究 

①自然農法種子の生産と採種農家の育成 

ア 種子生産 

  以下の内訳で種子の生産を行った。 

自社生産：7品目、12品種、15ロット 

  委託生産：12品目、17品種、28ロット 

イ 種子検定 

17品目、29品種、54ロットで検定合格を確認した。 

ウ 採種農家 

山峡採種場（6農家）を含む15軒の農家と契約し採種を進めた。また、3軒の委託

採種候補農家と覚書を交わし、採種栽培の指導をしながら、採種農家としての適性

を確認した。 

②自然農法種子の普及 

自然農法種子頒布協力事業者について、今年度新たに7社と契約し、1社との契約を解

除した。総事業者数は、78（生種卸販売事業者8、袋規格卸販売事業者4、苗生産事業者

5、小売り販売事業者53、委託販売事業者5、業務委託事業者等2）となった。 

頒布実績は下表のとおりであった。苗の頒布で新たに家庭菜園向け有機ポット苗を企

画し、苗数で前年の2倍の頒布を行った。 

  2025年度 2024年度 

  販売総

袋数 

苗数 卸販売粒

数 

卸販売

容量ml 

販売総袋

数 

苗数 卸販売粒

数 

卸販売

容量ml 

通常頒布 14,204 807 - - 18,281 377 - - 

事業者計 8,228 158 254,500 49,100 9,617 105 146,152 46,552 

年度総計 22,432 965 254,500 49,100 27,898 482 146,152 46,552 

総計前年比 80% 200% 174% 105% ― ― ― ― 

 

３）研修事業 

（１）自然農法後継者等の育成 

本科研修修了生、実習修了生らへのサポートを継続した。 

 

 

２．自然農法の普及に関する事業（公益目的事業２）  
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１）自然農法の実用化推進事業 

(１)水稲栽培 

①寒冷地乾田での実証展示 

農業試験場にて「はたはったん」および「コシヒカリ」に加え、高温耐性のある

「にじのきらめき」を実証栽培した。目標設定していた幼穂形成期の雑草重量群落比

0.2以下および雑草乾物重50g/10a以下を達成し、除草を5時間/10a以内に抑えることが

できた。  

②中間地疑似グライ土での実証  

知多草木農場にて「にこまる」、「あいちのかおり」および「こはるもち」に加え、

高温耐性のある「にじのきらめき」を実証展示した。 

 

(２)野菜栽培 

①寒冷地黒ボク土での実証展示 

農業試験場にて検定栽培を兼ねて当センターの育成品種の栽培実証展示を行った

（12品目、18品種）。  

②温暖地疑似グライ土での実証展示  

知多草木農場にて当センターの育成品種の栽培実証展示を行った（4品目、5品種）。 

（３）その他特記事項 

下表のように農家の訪問・調査を行った。 

県名 指導／訪問回数 指導／訪問農家数 

長野 91 162 

山梨 21 30 

愛媛 12 66 

岐阜 6 45 

愛知 3 36 

千葉 10 88 

岩手 3 9 

福井 1 1 

岡山 1 3 

合計 148 440 

 

２）自然農法の啓発普及事業  

（１）講習会等の開催を通した自然農法の普及  

①研修会 

令和7年度有機農業推進総合対策事業補助金は、有機農業指導活動促進事業が有機農

業参入促進事業に組み込まれたことから、これを受注した一般社団法人「次代の食と

農をつくる会」とともに講師派遣に注力し、自治体向けの有機農業の研修会等を行っ

た。 

②ウェビナー 

「雑草を抑える！有機のイネつくり【ビギナーズウェビナー】」として、以下2回を

オンラインで開催した。 
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1月15日 第1回 「雑草を知る －水田雑草の種類と付き合い方－」 63名 

1月29日 第2回 「有機物を知る －土とイネの健康－」     51名 

 

（２）マルチメディアを活用した情報発信による自然農法の普及  

①SNS運用 

期末時の投稿数、フォロワー数は下記の通り、（）内は今年度の増加数 

【Instagram】総投稿数2,651（+379）、フォロワー数14,589（+2,863） 

【Facebook】期間中投稿数254、フォロワー数1,961（+283） 

②動画コンテンツ制作運用 

【YouTube】動画数159（+25）、登録者数5,670（+1,920）、 

 総再生回数53.9万回（+26.6万回）、年間再生時間12,068時間（+5,759） 

③財団公式サイトリニューアル 

5月4日にリニューアルしたサイトを公開し、その後、修正、改善を行った。 

④刊行物頒布 
「有機のイネつくり」73冊、「自然農法家庭菜園の手引き」92冊、「菜園講座テキス

ト」32冊、「自然から学ぶ生き方暮らし方」26冊、「これならできる！自家採種コツ

のコツ」12冊、「イネつくり入門講座」2冊を頒布した（一部無償提供を含む）。 

「自然農法家庭菜園の手引き」AmazonKDP総販売数:130冊、Kindle Unlimited KENP：

88,035p 

 

（３）見学者の受け入れと講師派遣、自然農法普及員等による啓発普及  

①見学者の受け入れ 

 農業試験場および知多草木農場で延べ56組389名の見学を受け入れた。 

②外部依頼講習 

15府県延べ110会場（オンラインを含む）で2,485名を対象に講習を行った。 

県名 講座回数 受講者数 主な依頼元（※行政・団体） 

長野 28 602 長野県・松川町・伊那市他 

奈良 3 53 天理市 

愛媛 4 35 今治市 

岐阜 9 240 飛騨市・美濃加茂市・山県市 

愛知 36 676 岡崎市・東郷町他 

千葉 10 236 千葉県・いすみ市・匝瑳市 

茨城 2 25 茨城県・潮来市 

岩手 5 70 遠野市 

滋賀 1 12 近江八幡市 

石川 1 2 農家 

新潟 3 34 新発田市 

山形 １ 7 新庄市 

京都 2 29 京丹後市 

福井 2 46 小浜市他 

岡山 1 20 新庄村 
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広域オンライン 2 398 関東農政局他 

合計 110 2,485  

 

主な指導先（オーガニックビレッジ）の状況は下記の通り。 

ア 長野県松川町 
水稲の有機栽培指導で10回（参加者延べ94名）、畑作は8回（参加者延べ65名）訪問

し、有機栽培実施者の栽培状況を確認し、助言を行うとともに、同行した参加者に説

明した。 
イ 千葉県いすみ市 

7回訪問し、有機栽培実施者の栽培状況を確認し、助言を行い（延べ48カ所）、2回

の座学を行った（参加者延べ74名）。これらを取りまとめ、「有機稲作の普及拡大に

おける課題と挑戦 夷隅地域において普及する有機稲作技術とは何か」と題して、有

機農業学会で口頭発表した。 

ウ 愛知県東郷町 
水稲の有機栽培指導は実施者のほ場で、5月から実習形式で全7回実施した（参加者延

べ86名）。野菜の基礎講習会は、東郷町の有機実習ほ場にて8月から6回実施した（参

加者延べ105名）。 

また、2月に東郷町有機農業推進協議会主催の特別講習会の講師を務めた（参加者

20名）。 

エ 愛知県岡崎市 
岡崎ゆうき農業塾で、1期生に対して講習を継続し、4～8月に10回開催した（参加者

延べ216名）。また、9月からは2期生を対象に講習を行い、9～3月で14回開催した（参

加者数延べ273名）。また、中山間地における有機水稲栽培実施者の栽培状況を継続し

て確認し、助言を行った。 

オ 愛媛県今治市 

6回訪問し、有機栽培実施者の栽培状況を確認し、助言を行い（延べ66カ所）、3月

にこれらのとりまとめの座学を行った（2会場参加者延べ30名）。また、6月と10月の2

回で市民を対象に家庭菜園向け有機栽培の講師を務めた（参加者延べ20名）。 

カ 奈良県天理市 

3回訪問し、3戸の有機水稲栽培実施者の栽培状況を継続的に確認し、助言を行うと

ともに。有機稲作講習会の座学を行った（参加者延べ58名）。 

キ 長野県伊那市 

9回訪問し、5戸の有機水稲栽培実施者の栽培状況を継続的に確認し、助言を行うと

ともに有機稲作講習会の座学を行った（参加者延べ142名）。 

ク 長野市大岡地区 2025年度有機稲作スクール 
6回訪問し、1戸の有機水稲栽培実施者の栽培状況を継続的に確認し、助言を行うと

ともに有機稲作講習会の座学を行った（参加者延べ211名）。 

ケ 岐阜県飛騨市 

7回訪問し、4戸の有機水稲栽培実施者の栽培状況を確認し、助言を行った。 

また、2月に飛騨市文化交流センターにて講師を務めた (参加者延べ50名)。 

コ 千葉県匝瑳市 
9回訪問し、匝瑳市有機農業推進協議会の会合にアドバイザーとして参加するとと

もに、現地検討会を7回行った（参加者延べ52名）。また、匝瑳市有機農業講演会の

講師を2回務めた（参加者延べ112名）。 
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サ 岩手県遠野市 
オーガニックプロデューサーとの協働で4回訪問し、3戸の有機水稲栽培実施者の栽

培状況を継続的に確認し、助言を行うとともに座学を行った（参加者延べ61名）。 

シ 新潟県新発田市 

オーガニックプロデューサーとの協働で3回訪問し、2戸の有機水稲栽培実施者の栽

培状況を確認し、助言するとともに座学を行った（参加者延べ34名）。 

ス 岐阜県美濃加茂市 
美濃加茂市農林課主催、やまのはたへ企画運営の「はじめての米づくり 田んぼの学

校」にて講師を3回務めた（参加者延べ56名）。 

セ 岐阜県山県市 

11月に来場講座の講師を務めた(参加者19名)。また12月にオンライン講習の講師を

務めた(参加者22名)。 

ソ 長野県長和町 

3回訪問し、1戸の有機水稲栽培実施者の栽培状況を継続的に確認し、助言を行うと

ともに座学を行った（参加者延べ46名）。 

③自然農法普及員等による啓発普及 

 普及員41名（自然農法指導員8名、同普及員22名、同普及員（菜園担当）11名）で、

自然農法や有機農業の生産者、家庭菜園実施者および一般市民への講演等を行った

（76カ所、延べ900名以上）。 
 

３）海外における実用化の推進と啓発普及事業    

昨年に引き続き、8月28日にJICA研修の一環として、アフリカの農業普及員11名および

JICA日本人同行者2名の見学を受け入れた。また、その他海外からの見学者延べ18名を受

け入れた。 

     

 

３．有機農業の分野における認証制度の運営及び交流、支援に関する事業 
（公益目的事業３） 

１）有機JAS認証事業 

（１）有機JASの登録認証機関としての検査・認証業務（2025年4月1日～2026年3月31日） 

①実地検査及び年次調査の実施   259件 

②判定業務の実施         291件 

③認証事業者数       272事業者（2026年3月31日現在） 

 有機農産物の生産行程管理者 161事業者（農家数339戸） 同小分け業者 20事業者 

 有機加工食品の生産行程管理者  76事業者       同小分け業者  5事業者 

 有機加工食品の外国格付表示業者 10事業者 

④新規認証事業者         15事業者 

 有機農産物の生産行程管理者   7事業者        同小分け業者  1事業者 

 有機加工食品の生産行程管理者  4事業者        同小分け業者    － 

 有機加工食品の外国格付表示業者 3事業者 

⑤2025年度廃止事業者       18事業者 

 有機農産物の生産行程管理者   9事業者           同小分け業者  3事業者 

 有機加工食品の生産行程管理者  5事業者         同小分け業者  1事業者 

⑥2025年度新規申請者の受付     13事業者 
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 有機農産物の生産行程管理者   6事業者           同小分け業者   － 

 有機加工食品の生産行程管理者  4事業者       同小分け業者    － 

 有機加工食品の外国格付表示業者 3事業者 

⑦英文証明書発行業務（合計132通） 

輸出事業者登録           6件（登録総数33事業者）  

認証継続確認書          19通 

米国向け輸入証明書        58通 

EU向け（スイス含む）検査証明書  59通 

英国向け輸出証明書        10通 

台湾向け輸出証明書         2通 

カナダ向け輸出証明書        3通 

 

（２）有機JAS講習会の開催と有機JAS認証事業者の育成 

①定期・地方講習会（オンライン講習会含む） 

  農産10会場 生産62名、小分け9名 

加工 5会場 生産21名、小分けなし 外国格付2名 

②派遣型講習会（オンライン講習会含む） 

農産4会場 生産31名、小分けなし 

加工4会場 生産 8名、小分けなし 外国格付6名 

 ③認証事業者向けのフォローアップ研修会 

  2月5日および7日にオンラインによるフォローアップ研修会を開催した（109事業者、

129名参加）。 

 

（３）認証業務の改善、充実 

①公平性委員会（有機JAS登録認証機関協議会共同開催） 

7月30日に共同公平性委員会が開催され、不適合の検出はなかった。 

②認証業務研修の開催 

2月21日に、熱海事務所にて判定員4名に業務研修を行った。2月28日には、検査員

（判定員兼務者含む）18名にオンラインで業務研修を行った。 

③内部監査の実施  

7月4～5日に内部監査を実施、事務手続きについて指摘があったが、不適合業務の検

出はなかった。 

④認証業務改善会議の実施  

1月29～30日に認証業務改善会議を開催し、認証業務改善規程に基づく検討、内部監

査の指摘事項、公平性委員会の審査結果および進言、前回までの見直し会議の結果に

基づく改善状況等の確認を行った。 

⑥認証業務の見直し等、会合の実施 

部内会合を12回開催し、認証業務の進捗や事務手続きの確認を行った。 

⑦クレーム処理規程に基づく報告  なし  

⑧不適合業務管理規程に基づく報告   

   FAMIC定期調査において指摘のあった不適合業務について、規程に基づき改善処置を

行った。 

  

（４）検査・判定体制の充実【検査員：職員7人、外部18人 判定員：職員4名、外部5人】 

新たに有機農産物の検査員1名と業務委託契約を締結した。 
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（５）認証事業に係わる関係機関への参画 

①有機JAS登録認証機関協議会への参画 

 7月23日に登録認証機関協議会の総会にオンラインで参加した。 

②有機JAS資材評価協議会への参画 

 6月24日に資材評価協議会の総会にオンラインで参加した。 

③農林水産省他、認証事業に係わる関係機関への参画（委託事業等） 

ア 9月17日の農林水産省主催の有機酒類の取扱いに関する説明会にオンラインで参加し

た。 

イ 11月17日の農林水産省主催「有機食品等登録認証機関連絡会議」にオンラインで参

加した。 

ウ 12月23日に(一社)日本農林規格協会の「有機JAS関係団体情報連絡会」にオンライン

で参加した。 

 

（６）FAMICによる定期的監査   

2025年度の登録認証機関の定期的監査として、登録更新申請に基づく事業所調査1

件、立会検査3件、格付品検査6件の調査が行われた。 

11月13～14日に事業所調査および登録更新に伴う調査があり、3月12日に登録の更

新が完了した通知があった。 

 

（７）その他 

 ①認証事業者への通知 

   12月23日に、有機農産物の生産行程管理者に対し、認証事業者の情報を都道府県等

の調査依頼に対し事業者の構成員、作付け品目、ほ場面積等の情報を提供することに

ついて、その可否を回答するよう通知を行った。 

 ②他団体との打ち合わせ他  なし 

③有機JAS説明会等 

ア 愛知県農政部農業経営課の依頼により、同課職員、普及指導員およびJA関係者（16

名）を対象にJAS認証取得のための有機農業指導者研修会として座学研修および実地検

査研修を実施した。 

イ 愛知県の第5回有機農業公開講座（運営：東海経営支援センター・於：愛知県農業大

学校中央教育棟）にて、有機農業での就農希望者、県職員およびJA関係者等（運営関

係者含め約40名）に、有機JAS認証制度と認証取得について説明を行った。 

 

２）有機農業の分野における交流、支援事業 

（１）有機農業推進関係団体との交流等を通した有機農業の推進 

①NPO法人全国有機農業推進協議会 

 ・学校給食ワーキングチームとして、7月17日に深掘りセミナー「オーガニック給食を目

指して 給食法と食育基本法を学ぶ勉強会」をオンラインで開催し、113名が聴講した。

10月7日にセミナー「成功事例に学ぶ！有機農産物を学校給食に届ける農家の挑戦と工

夫」をオンラインで開催し、64名が聴講した。10月27日にセミナー「有機農畜産物の

安全性と化学性/機能性成分についての情報提供 ～海外の最新の有機農業科学/有機食

品科学を学ぶ～」をオンラインで開催し、119名が聴講した。 

・2026年2月26日に【第5回オーガニック学校給食フォーラム】「食育・食べることは学

ぶこと」－オーガニック給食で元気な子どもと大地を守ろう－をオンラインで開催し、
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250名以上が聴講した。 

②一般社団法人 次代の食と農をつくる会 

同会が受託した有機農業新規参入促進事業の技術指導活動に参加し、新潟県新発田

市、岩手県遠野市、愛知県大府市、滋賀県近江八幡市などに技術指導者を派遣し、指

導等を行った。 

 

 

４．法人管理 
１）法人運営 

（１）評議員会および理事会の開催 

①第15回臨時理事会（書面決議） 

ア 決議事項  

1号議案 内部規程の一部改正の件 

イ 決議があったものとみなされた日 

 2025年4月20日 

②第53回定例理事会  6月7日（土）当センター大会議室（一部オンライン出席） 

ア 報告事項 

  1.2024年度新規賛助会員の件 

 イ 決議事項 

  1号議案 2024年度事業報告の承認の件 

  2号議案 2024年度計算書類（収支計算書、貸借対照表および正味財産増減計算書） 

および同附属明細書並びに財産目録の承認の件 

3号議案 内部規則規程類の一部改正の件 

4号議案 第14回定時評議員会招集の件 

 ウ 出欠状況 

a 理事  出席4名（会場出席3名、オンライン出席1名）、欠席1名 

b 監事  出席2名（オンライン出席）、欠席0名 

③第14回定時評議員会 6月22日（日）当センター大会議室（一部オンライン出席） 

ア 報告事項 

1.2024年度事業報告の件 

イ 決議事項 

1号議案 2024年度計算書類（収支計算書、貸借対照表および正味財産増減計算書）お

よび同附属明細書並びに財産目録の承認の件 

2号議案 内部規則規程類の一部改正の件 

ウ 出欠状況 

 a 評議員 出席5名（会場出席2名、オンライン出席3名）、欠席0名 

 b 監事  出席2名（オンライン出席）、欠席0名 

④第54回定例理事会 9月6日（土）当センター大会議室 

ア 報告事項 

 1.2025年度前期職務執行状況報告の件 

イ 決議事項 

 1号議案 定款の一部改正の件 

 2号議案 内部規則規程類の一部改正の件 

 3号議案 重要な使用人の選任の件 

 4号議案 評議員会の決議の目的である事項の提案の件 
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ウ 出欠状況 

 a 理事 出席5名（会場出席）、欠席0名 

 b 監事 出席2名（会場出席）、欠席0名 

⑤第16回臨時理事会（書面決議） 

ア 決議事項 

 1号議案 規則規程類の一部改正の件 

イ 決議があったものとみなされた日 

 2025年9月25日 

⑥第22回臨時評議員会 

ア 決議事項 

 1号議案 定款の一部改正の件 

イ 決議があったものとみなされた日 

 2025年9月30日 

⑦第55回定例理事会 12月14日（日） 当センター大会議室 

ア 報告事項 

 1.2025年度中期職務執行状況報告の件 

 2.2026年度評議員会・理事会開催予定の件 

イ 出欠状況 

 a 理事 出席5名（会場出席3名、オンライン出席2名）、欠席0名 

 b 監事 出席2名（オンライン出席）、欠席0名 

⑧第56回定例理事会 3月8日（日） 当センター大会議室 

ア 報告事項 

 1.2025年度後期職務執行状況報告の件 

イ 決議事項 

 1号議案 2026年度事業計画および予算の件 

 2号議案 内部規則規程類の一部改正の件 

 3号議案 自然農法指導員および普及員委嘱の件 

 4号議案 知多草木農場の閉鎖の件 

5号議案 評議員会の決議の目的である事項の提案の件 

ウ 出欠状況 

a 理事  出席5名（会場出席3名、オンライン出席2名）、欠席0名 

b 監事  出席2名（オンライン出席）、欠席0名  

⑨第23回臨時評議員会 

ア 決議事項 

 1号議案 2026年度事業計画書及び収支予算書等の承認の件 

イ 決議があったものとみなされた日 

 2026年3月22日 

 ⑩第17回臨時理事会 

 ア 決議事項 

  1号議案 規則規程類の一部改正の件 

 イ 決議があったものとみなされた日 

  2026年3月21日 

 

（２）監事による会計および業務監査 

 ・4月19日に2024年度下半期定期監査を実施した。 
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 ・5月17日に2024年度決算監査を実施した。 

 ・10月18日に2025年度上半期監査を実施した。 

 

（３）行政庁への報告等 

 ・6月27日に2024年度事業報告等をオンラインで提出した。 

・8月1日に2024年度事業報告等の補正通知が届き、同月4日に補正してオンラインで再提

出した。 

 ・10月2日に定款の一部変更について、オンラインで届出した。 

 ・3月27日に2026年度事業計画等をオンライン提出した。 

 

（４）予算および事業計画の作成 

 ・2026年度事業計画および予算書を作成した。 

 

（５）決算および事業報告の作成 

  2024年度事業報告書および決算書を6月27日に内閣府公益認定等委員会へ他の報告書類

とともにオンライン提出した。 

 

（６）常務役会の開催 

  今年度は8回開催し、財政状況の確認に基づく中長期計画の調整や人事配置の検討、経

理業務の効率化などについて協議・検討を重ねた。 

 

（７）ウェブサイトによる情報公開 

  2024年度事業報告書および決算書をウェブサイトに公開するとともに、引き続き賛助

会員や寄附の募集を継続した。 

 

（８）内部規則規程類の整備 

 ・給与規定の一部改正（4月20日、第15回臨時理事会） 

 ・理事会運営規則の一部改正（6月7日、第53回定例理事会） 

 ・有機認証業務規程の一部改正（6月7日、第53回定例理事会） 

 ・評議員会運営規則の一部改正（6月22日、第14回定時評議員会） 

 ・JASオーガニック認証基準の一部改正（9月6日、第54回定例理事会） 

 ・就業規則の一部改正（9月25日、第16回臨時理事会） 

 ・定款の一部改正（9月30日、第22回臨時評議員会） 

 ・有機認証業務規程の一部改正（3月8日、第56回定例理事会、3月21日、第17回臨時理事

会） 

 

２）財産管理 

（１）会計管理 

 ・顧問税理士による会計監査を4～7月まで毎月オンラインで実施し、日常の仕訳入力な

どの適正化に努めた。 

 ・8月以降は、会計監査を四半期ごと（5，7，10，1月）に実施することとし、第2四半期

の監査を10月16日、第3四半期を1月21日に実施した。 

     

（２）賛助会員の募集 

①2025年度賛助会員数（2026年3月31日現在） 
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個人会員  570件734口 (前年比55件53口減） 

一般会員   199件253口（前年比24件21口減） 

法人会員    26件 26口（前年比 1件 1口増） 

特別会員   13件 20口（前年比増減なし） 

合計   \7,512,000.-（前年比359,000円減、予算達成率93.9％） 

②広報活動 

・毎月会員期限満了月の会員に対し、「継続のお願い」を発送した。 

・賛助会員だよりVol.9を作成し、12月に品種カタログとともに賛助会員宛に発送した。 

   

（３）寄附金の募集 

2025年度は193件、51,683,090円の寄附を受けた（前年比32件増、11,442円減、予算達

成率97.5％）。 

内訳は、特別寄附35件50,645,863 円、一般寄附158件1,037,227円であった。 

     

（４）施設・設備等の充実 

  特記事項なし 

 

３）人事管理 

（１）業務執行体制の充実 

 ①労務管理 

 ア 職員に以下のとおり、研修を受けさせた。 

 ・6月16日    日本年金機構基礎算定講習会受講（松本市） 

 ・8月18～19日 公益法人協会会計セミナー基礎編聴講（名古屋市） 

 ・10月7日   公益法人協会会計セミナー実務編聴講（東京） 

 ・12月8日   安全運転管理者講習受講（松本市） 

・1月13～14日 公益法人協会会計セミナー決算編聴講（東京） 

・2月18～19日 公益法人協会人事・労務セミナー育児・介護休業法編聴講（ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ） 

 イ 竹内労務事務所（松本市渚）とコンプライアンスにおいて、より適確な対応を行う

ため、「社会保険事務についての助言等に関する業務委託契約」を締結した。 

 ②職員等採用、辞令交付 

 ア 職員等採用 

    矢幡 恵子 11月17日付 育種課パートタイマー 

   木村 俊之 12月22日付 認証部パートタイマー 

 イ 辞令交付 

   榊原健太朗 10月1日付 研究部長兼普及部長（兼務） 

   鈴木  晃 10月1日付 普及部技術普及課長（実用化推進担当） 

   蟹江 秀則 10月1日付 普及部技術普及課長（啓発普及担当） 

 ウ 退職 

   加藤  茂 5月20日付 育種課係長  自己都合 

   岩石 真嗣 11月20日付 フェロー    定年退職、同日付で業務委託契約を締結した。 

   矢幡 恵子 2月10日付 育種課パート 自己都合 

   神田ゆう子 3月10日付 育種課パート 自己都合 

  

（２）非常勤役員・評議員の特別な任務の委嘱 

特記事項無し  
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５．その他目的達成のために必要な事業   

特記事項無し 

以 上 


